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研究成果の概要（和文）：大洋州島嶼国の中等教育の地域的調和化に関し、ニュージーランド資格試験からの
「脱メトロポリタン」、共通の資格試験（PSSC）という「リージョナリズム」、「ローカル化」を理論的枠組み
として提示した上で、大洋州島嶼国では「校内評価」という枠組みを踏襲することで調和化が起こっていること
を論証した。また、サモア、トンガ、キリバスの事例から資格試験のローカル化に①資格試験の独自の運用、②
ローカルの教材の導入、③ナショナルカリキュラムとの整合性の3点の意味を導き出し、これらは「校内評価」
という枠組みにより可能になるとともに国際的通用性を維持している点を明らかにし、調和化の特徴であること
とその課題を論じた。

研究成果の概要（英文）：In this study on the regional harmonization of secondary education in 
Oceania region, I showed theoretical frameworks, "de-metropolitan" from the New Zealand certificate 
examination, "regionalism" which means development and implementation of the common certificate 
examination, PSSC, and "localization". Then, I explained that each of those countries regionally 
harmonized because of using a framework of "Internal Assessment" followed from the PSSC. Through the
 analyses, I derived three meanings of localization, (a) locally managed certificate examination, 
(b) introducing local educational contents in the exams, and (C) consistency with the national 
curriculum. Then, these three points can be achieved under the framework of "Internal Assessment", 
which contributes to sustain the international accreditation as the secondary education certificate.
 Finally, I discussed a model of harmonization in Oceania region.                   

研究分野：比較教育学
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モア　トンガ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
小島嶼国では高等教育に繋がる中等教育修了資格試験を大国に依存しなければならないなど不利な立場に置かれ
やすい。しかし、大洋州島嶼国では脱メトロポリタンを目指したリージョナリズムを経て、「校内評価」という
枠組みを踏襲することで国際的通用性を維持している。また、各国ではそれぞれ①資格試験の独自の運用、②ロ
ーカルの教材の導入、③ナショナルカリキュラムとの整合性を図るという3点のローカル化が進められていると
いう構造を明らかにすることで、これらを共通点とする地域的調和化のモデルを提示できた。一方で、これらの
国々では、地域的調和化の意義でもある相互に学び合うという点で課題があることを示唆することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
大洋州島嶼諸国の 7カ国では、かつて依存していたニュージーランドの中等教育 Form 6（今
の 12 年生）での試験制度から脱却し、大洋州地域共通の試験（PSSC）が実施されていたが、2013
年に各国独自の試験に切り替えられた（トンガは 2012 年）。 
サモアでは SSLC、トンガでは TFSC、キリバスでは KSSC、ツバルでは TSSC、ソロモン諸島で
は SINF6SC、バヌアツでは VSSC という資格試験が導入された。ナウルはオーストラリアのクイ
ーンズランド州の中等教育修了資格である QCE を用いるようになった。大洋州島嶼国でもフィ
ジーは PSSC に参加せずに、独自の資格試験を開発、実施していた。 
各国はこれら独自の試験に切り替えたが、一貫して「校内評価」（Internal Assessment）を
踏襲してきた。本研究ではこの点をローカル化の中での教育借用と地域的調和化と捉え、そう
した背景、「校内評価」の方法や基準の変遷、地域の中での共通性や、現地の教育事情に合わせ
た調整と調和化、国際的通用性という観点からの機能や成果と課題について、歴史的かつ比較
研究から解明し、島嶼国での理論モデルを構築する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、大洋州島嶼国の中等教育において導入されている「校内評価」に着目し、
その導入の背景と意義、ローカル化の中での地域的共通性を明らかにすることで、国際的通用
性の観点から大洋州島嶼国地域における教育の調和化のモデルを提示していくことである。 
 
３．研究の方法 
本研究では次の「問い」を立てた。①なぜ大洋州地域では共通してこの「校内評価」が用い
られてきたのか、そこにどのような教育的意義があり、どの程度国際的通用性があるのか、②
それらの評価方法や基準にはどのような変遷がみられ、地域の中でどの程度共通性と、現地の
教育事情に合わせた相違点があり、どのように調整されているのか、③そうした調和化には、
どのような成果と課題があり、小島嶼国の教育としてどのような特徴があるのだろうか。 
これら問いに対して「校内評価」に着目しながら、脱新植民地主義と教育借用、地域的調和
化、小島嶼国の教育の先行研究から「地域的調和化」の枠組を検討した。分析には歴史的アプ
ローチと比較研究アプローチを用いるとともに、教育評価論に基づいて「校内評価」の導入背
景、変遷の過程、政策的意図、評価基準と方法、各国の共通性と相違点、調和化の実態と課題
を探究した。 
現地調査には大洋州諸国の中でもニュージーランド、トンガ、キリバス、フィジーにて行っ
た。サモアを予定していたが、新型コロナ感染症による海外渡航の制限が続いたため現地調査
は断念し、これまでの研究で収集している資料から分析を行うこととした。代わりに当初は予
定していなかったキリバスで現地調査を行った。これらの国を取り上げるのは、歴史的にニュ
ージーランドが影響力を有していた点、サモア、トンガともに独自性が強いことが考えられる
点、一方でキリバスは PSSC との大きな違いが見られないという点からである。またフィジーは
大洋州共通の試験には参加せず独自の試験を実施しながらも、「校内評価」を導入し、大洋州地
域での共通性を有することで調和化に繋がっているからである。 
まず、ニュージーランドでは、オークランド大学にて先行研究など文献を収集し、中等学校
を訪問してカリキュラムや「校内評価」の実施状況を調査した。次にトンガとキリバスの教育
担当省や中等学校を訪問して、教育政策文書やカリキュラムの収集、聴き取り調査を行い、解
読、記述、整理を行った。フィジーでは「太平洋共同体教育の質と評価プログラム」（SPC-EQAP）
を訪問し PSSC やその後の EQAP の教育活動に関する情報収集を行うとともに、南太平洋大学を
訪問して、フィジーの教育政策文書やカリキュラムの収集を行った。また、サモアではこれま
でに収集していた中等学校での授業や「校内評価」の実践の観察記録、教員や生徒への聴き取
り調査の結果の再解読を行った。 
他の国々についても、可能な限り、インターネット等を利用した情報の収集に努めた。こう
した各国の政策レベルのデータから歴史分析と比較分析、学校レベルのデータから比較分析を
行い、小島嶼国の中等教育の地域的調和化についての理論モデルの提示を行った。 
 
４．研究成果 
（１）リージョナリズムと地域的調和化、大洋州諸国の文脈 
 本研究の成果は、各国が地域共通の資格試験での「校内評価」を踏襲しつつ、ローカル化さ
せる中で生じる相違点とともに共通点を明らかにし、そうした調和化の構造と意義を考察でき
たことである。 
本研究の各「問い」を究明する前に、「地域的調和化」の概念を比較教育学の教育借用論の先
行研究から整理、検討した。調和化とはそれぞれ異なった文脈での異なる教育制度でありなが
ら、共通の制度を採用していたり、関連しあっていたりする現象であり、地理的に近隣する国々
で起こるのが「地域的調和化」である。これは地域共通の制度構築といったリージョナリズム



（地域主義）という明確な制度的取り決めがあるわけではない。 
「地域的調和化」が起こるのは、脱植民地化に向けて教育のローカル化を進めるという地域
の国々に共通の文脈で教育改革が行われるからであったり、そのために地域機関が主導するか
らであったりする要因があり、その過程で教育政策を借用しあうことで進められる。大洋州に
おいてはニュージーランドが行っていた大洋州島嶼国向けの Form 6 での大学入学試験（UE）の
廃止が契機になっているが、これを資格試験の「脱メトロポリタン」と捉えることができる。
また、その後すぐに各国が独自にローカル化したのではなく、まず PSSC というリージョナリズ
ムが先に行われた。それを経てリージョナリズムを踏襲しつつローカル化が進められたという
流れがあった。このリージョナリズムはローカル化へのいわば過渡期にあたるが、なぜリージ
ョナリズムが必要であったのか次のとおり説明できる。 
植民地や保護領であった各国は独立以降、教育制度のローカル化を進めたが、特に後期中等
教育のローカル化には時間を要した。まず、進級者が少ないこと、初等教育と比べてローカル
の教育内容をあまり必要としないこと、大学進学を目指す場合、国内の大学がないと海外の中
等教育資格が求められること、それに加えて試験制度の専門性のある人材不足が主な理由であ
った。このため、独自の Form 6 の資格試験を開発するのが困難であり、ニュージーランドの
UE を用いざるを得なかった。この UE が廃止されると、それに代わる資格試験を開発するには
人材育成、制度設計、運用システムなどを整備する必要があり、地域で協力し合うこととなっ
た。これが太平洋共同体（SPC）の南太平洋教育評価委員会（SPBEA、現 EQAP）による PSSC の
開発、実施であり、リージョナリズムであると捉えることができる。 
しかし、このリージョナリズムの目的は資格試験を統一することではなく、国際的な認証を
維持しながら、各国が独自で資格試験を実施、運営できるように支援するものであった 
トンガがいち早く 2012 年に PSSC から TFSC に切り替えた。サモアおよび他の国々も 2013 年
にそれぞれ独自で資格試験を作成、実施、評価できると判断がなされ、PSSC から切り替えた。
これがローカル化である。従って、それぞれの文脈に合わせてローカル化が進められるが、必
然的に PSSC というリージョナリズムから得られた経験を踏襲することに繋がる。特に「校内評
価」がそれである。本研究では、「校内評価」を軸にしながら、独自性とどのような共通点によ
る調和化が見られるのか、上記の研究の問いに沿って明らかにしていった。 
 
（２）共通して「校内評価」が用いられてきた背景と教育的意義、国際的通用性 
PSSC および各国独自の資格試験での「校内評価」はニュージーランドからの踏襲だが、そも
そもニュージーランドで「校内評価」が導入された背景には、古くから学校が生徒の評価を行
う意識が醸成されていたことが挙げられる。またオーストラリアのクイーンズランド州で始ま
ったスタンダードベースの教育の影響があった。これらから「校内評価」が 1969 年に UE とは
別に Form 6 資格試験で導入された。その後、1980 年代に大学入試である UE が Form 6 から Form 
7 での試験に変更されたことで、Form 6 資格試験が中等教育修了資格試験になった。 
独自の Form 6 資格試験を持っていなかった大洋州島嶼国では、1980 年代にニュージーラン
ドが行っていた大洋州島嶼国向けの UE が廃止されると、大学進学には Form 6 の資格が必要と
なった。この際に、ニュージーランドの Form 6 と同等性を持たせるため、PSSC に「校内評価」
を含めることになったと考えらえる。 
また、オーストラリアやニュージーランドでも「成果に基づいた教育」（Outcomes-based 
Education: OBE）が普及しており、島嶼国にも持ち込まれていた。「校内評価」には、パフォー
マンス課題から、学習成果である能力を評価することができるという教育的意義がある。また、
OBE では特定の知識の習得が目的ではなく、思考力などの能力の習得が成果となるため、多様
な教材を扱いやすく、各国の文脈で教育が行えるという特徴を備えている。 
この「校内評価」によって PSSC がニュージーランドの Form 6 との同等生を持つとはいえ、
PSSC がニュージーランドの資格試験と同一の変遷を辿ったわけではない。後述するが、特に
2002年から始まったニュージーランドの中等教育資格であるNCEAと同じ制度設計にはならず、
PSSC の独自性を保った。 
むしろ PSSC はニュージーランドの大学よりも、南太平洋大学（USP）の予科の入学要件とし
て必要なものになった。各国独自の資格試験に切り替えられてからも、PSSC と同等の「校内評
価」のレベルが求められており、引き続き USP の予科の入学要件になっている。 
以上のこうした背景から、各国が「校内評価」を踏襲し続けているのだと考えられる。 
 
（３）「校内評価」の方法や基準の変遷、地域内での共通性と相違点 
「校内評価」の評価方法を分析する前に、教科の比較分析を行った（表 1）。PSSC から独自の
資格試験に切り替えた国々は大きく 2つのグループに分けられる。独自性の強いサモアとトン
ガ、そして PSSC から大きく変更のない国々である。既に PSSC においてサモア語やトンガ語の
教科が開設されていたのだが、サモアとトンガではいずれも独自の資格試験になってから、PSSC
にはなかった教科を導入している。特にトンガではトンガ語に加えて、トンガ文化という教科
を導入するなど独自性が強い。サモアは PSSC とは別途ナショナルカリキュラムに合わせた教科
構成になっている点が特徴的である。もう一つのグループはキリバス、ソロモン諸島、ツバル、



バヌアツであり、PSSC とほぼ同様の教科構成となっている（但し、バヌアツの VSSC では PSSC
になかった地球科学という教科があり、この点は独自のものであるが、英語系とフランス語系
の教育制度が併存するため、その影響と考えられる）。これらのグループでは、例えばキリバス
では資格試験の実施、運営は独自で行うようになったが、教科の内容などは PSSC をそのまま使
用しているケースが見られる。なお、フィジーでは PSSC には参加していないため、当初から
PSSC にはない独自の教科編成が行われている。このため、主にサモアとトンガの事例から比較
分析を行った。 
サモアの SSLC とトンガの TFSC はそれぞれ独自性の度合いが異なる。各教科で取り扱う単元
構成を比較すると、SSLC では数学や会計など PSSC に近い構成の教科があるものの、前述した
とおり、概ねどの教科もサモアのナショナルカリキュラムに沿った構成になっており、PSSC と
は異なる。一方、トンガの TFSC ではローカルの教材を扱う歴史と地理以外は PSSC に類似した
構成になっている。サモアでは PSSC に参加しつつ、中等教育のカリキュラムはニュージーラン
ドの支援によって 2000 年代初めに策定されていた。このため PSSC の踏襲だけでなくナショナ
ルカリキュラムの系統性や範囲との整合性を取ることがローカル化の方法であった。トンガは
TFSC の指導書が 12 年生のシラバスでもあるため、PSSC の踏襲とローカル化には齟齬が生じな
かったと考えられる。 
そうした教科の文脈を明らかにした上で、「校内評価」の方法に着目していった。前述したよ
うに「校内評価」はニュージーランドからの踏襲だが、「校内評価」の位置づけは異なる展開を
見せた。ニュージーランドの NCEA では各教科に複数（5～8 程度）の到達度スタンダードが設
定され、それぞれ「校内評価」と「学外評価」による評価に分かれており、スタンダードごと
に単位を取得する。一方で、PSSC および各国独自の資格試験では NCEA とは異なり、各教科で
は「校内評価」と「学外評価」を組み合わせて成績評価がなされる。これはむしろオーストラ
リアの各州の中等教育修了資格試験の評価制度に近い。このように必ずしもニュージーランド
を恒常的に追随しているのではなく、リージョナルの独自性と言える。 
そうした PSSC の「校内評価」と「学外評価」の組み合わせ方は、サモアの SSLC とトンガの
TFSC では変化が見られる（表 2-表 4）。PSSC でのそれらの比率は教科によって様々で異なって
いたが、サモアの SSLC では全教科で「校内評価」が 40、「学外評価」が 100 の比率で統一され
るようになった。トンガの TFSC でも「校内評価」が 30、「学外評価」が 70 の比率だが、視覚
芸術やデザイン技術など 100 対 0 という教科もあり、必ずしも統一されているわけではない。
サモアの方が全面的に変更した形だが、いずれにしても、各国の限られた人的資源のもと、教
科によって評価基準が異なるのではなく、評価の管理をしやすい形に改められたといえよう。
こうした各国での運用が可能になることも一つのローカル化である。なお、フィジーでも PSSC
と同等の資格試験であるため、「校内評価」が導入されており、PSSC と同様に教科によって「校
内評価」と「学外評価」の組み合わせは異なる。 
一方で、「校内評価」のパフォーマンス課題についてはトンガの TFSC よりもサモアの SSLC
の方が PSSC と同じ構成になっている教科が多い。前述したように「校内評価」は多様な文脈に
沿った教材を扱いやすく、各国のローカルの教材を用いた内容を導入しやすい。PSSC と「校内
評価」のパフォーマンス課題が類似していても、取り扱う内容は各国の独自性を活かすことが
でき、ローカル化を阻害することにはならない。 
次に、こうした「校内評価」方法の比較分析を行った。PSSC では、ニュージーランドが NCEA
以前に用いていた方法と同様の 9段階の相対評価であった。しかし、各国独自の試験に切り替
えられてからは、サモア、トンガで SOLO タキソノミーに基づいた評価方法が採られるようにな
った。 
SOLO タキソノミーは 1970 年代から 80 年代にかけてオーストラリアの J. Biggs と K. Collis
によって提唱された学習成果の分類法であり、各教科の単元での学習成果の複雑さを構造前、
単一的構造から拡張的抽象まで 5段階に分類していくものである。サモアとトンガでは、それ
ぞれの方法で、教科の単元内容に沿って知識や理解、スキルをこの 5段階に分解しており、そ
れらの評価の配点や授業の組み立て方が異なっている。 
この SOLO タキソノミーはニュージーランドでは、ナショナルカリキュラムや NCEA には導入
されていないものの、学習課題のルーブリックを作成する際の基本的な考え方になっているこ
とが多い。成績は「Not Achieved」「Achieved」「Merit」「Excellence」の 4段階で評価される
が、これはサモア、トンガでも共通している。PSSC を実施していた SPBEA から組織変更した EQAP
においては Form 7（13 年生）向けの資格試験（SPFSC）で導入している。この SOLO タキソノミ
ーは、従来のブルームタキソノミーと異なり、評価の基準が分かりやすいのが特徴である。こ
のため、各島嶼国では運用しやすい。 
 このように「校内評価」や SOLO タキソノミーといった枠組みは共通しているが、具体的な
内容や方法は各国独自である。それは①資格試験の実施運営の容易さ、②ローカルの教材を導
入すること、③ナショナルカリキュラムとの整合性を図ること、というローカル化に繋がって
いる。 
 



（４）調和化における「校内評価」の踏襲の成果と課題、小島嶼国としての特徴 
 以上、観てきたように、「校内評価」を踏襲したり、ニュージーランドや地域機関で普及して
いる SOLO タキソノミーを採用したりして、それら「枠組み」において調和化している状況が
浮かび上がる。いずれもローカル化を妨げるものではなく、むしろ促進することができるとい
う点が成果であり、それ故に調和化しているのであろう。同時に USP の入学要件として整理し
やすい（ニュージーランド等の大学入学にも可能性は残される）という点、また「校内評価」
の質保証のために EQAP が継続的に指導できるため、国際的認証を維持できる点が挙げられる。 
 キリバスは独自に KSSC を実施するようになったが、内容や評価基準は PSSC と同様の形で行
っている。しかしながら、現在ナショナルカリキュラムを改訂しており、KSSC をその内容に沿
ったものにするよう改革中である。またローカルの教材を導入するよう諸機関が連携する面も
観察できており、キリバスにおいてもサモアやトンガのように PSSC を踏襲しつつローカル化を
進める方向性が確認できている。 
 一方で、課題もある。「地域的調和化」が起こっているとはいえ、各国での学び合いは見られ
ない。EQAP といった地域機関が存在するためであろうが、ローカル化の経験の共有がなされて
いるわけではない。そのため意図的な調和化とはいえない。 
 また、SOLO タキソノミーはサモアやトンガ以外の国々で導入されているわけではなく、また
SOLO タキソノミーに対して採点項目が細分化されすぎることや評価の信頼性などから批判も
見られ、必ずしもその普及や継続が保障されているわけではない。独自の試行錯誤が見られる。 
 また、中等教育のローカル化が進められる中で、リージョナルの高等教育機関である USP が
求める大学入学レベルと中等教育でなされる「校内評価」のレベルとの齟齬が生じないかとい
う課題に対して、（日本でいうところの）高大連携の意思疎通ができているわけではない。 
 このように、小島嶼国で起こりうる人的資源と専門性の不足を解消するためのリージョナリ
ズムから「校内評価」という枠組みを踏襲しつづけることで、国際的な通用性を維持し、その
枠組みを利用して各国が独自のローカル化を進めるという大洋州の小島嶼国の調和化の特徴と
課題が導き出されるのである。 
 
表 1．PSSC および各国独自の試験教科         表 2．PSSC の各教科と評価課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3．SSLC の各教科と評価課題           表 4.TFSC の各教科と評価課題 
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